
 伊達市ペット火葬場等の計画の事前公開等に関する要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、生活環境への配慮及び公衆衛生保全の見地からペット火葬

場等の設置等に係る計画の事前公開等に関し必要な事項を定めることにより、

周辺住民等の良好な居住環境を確保することを目的とする。 

 （用語の意義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

 (１) ペット火葬場等 犬、猫、その他人に飼育されていた動物の死骸の火葬に

要する焼却炉の設備を有する施設（以下「火葬施設」という。）、当該焼骨を

埋葬する施設又は焼骨を納骨する施設を有する施設（以下「埋葬施設等」と

いう。）及びこれらの設備を併せ有する施設をいう。 

 (２) 設置等 ペット火葬場等を新たに建設し、若しくは既存の建築物をペット

火葬場等に改築し、又は既存のペット火葬場等の施設若しくは設備を変更す

ることをいう。ただし、ペット火葬場等の施設若しくは設備の縮小又は事務

室の面積若しくは位置の変更等ペット火葬場等の機能に直接かかわらない施

設若しくは設備の変更を除くものとする。 

 (３) 事業者 ペット火葬場等の設置等をしようとする者をいう。 

 (４) 近隣住民 周辺住民のうちペット火葬場等の敷地境界線から50メートルの

水平距離の範囲内に居住する者及び当該範囲内に土地又は建築物を所有する

者をいう。 

 (５) 周辺住民 前号に規定する者を除き、ペット火葬場等の敷地境界線から100

メートルの水平距離の範囲内に居住する者及び当該範囲内に土地又は建築物

を所有する者をいう。 

 (６) 周辺住民等 近隣住民及び周辺住民をいう。 

（事業者の責務） 

第３条 事業者は、ペット火葬場等の設置等に当たっては、地域の居住環境に及

ぼす影響に十分配慮するとともに、良好な近隣関係を損なわないように努めな

ければならない。また、周辺住民等に対して悪影響又は苦情を発生させたとき

は、誠意をもって解決に努めなければならない。 

 （標識の設置等） 

第４条 事業者は、ペット火葬場等の設置等をしようとするときは、周辺住民等

に設置等に係る計画の周知を図るために、当該ペット火葬場等の敷地の見やす

い場所に、設置等の計画の概要を記載したペット火葬場等のお知らせ（様式第

１号）による標識を設置するものとする。 



２ 前項の標識の設置期間は、ペット火葬場等の新設等に係る建築基準法（昭和

25年法律第201号）その他の法令（以下「法令」という。）に基づく手続きを行

おうとする日（２以上の手続きを行う場合は、最初の手続きを行おうとする日）

又は工事の着手予定日のいずれか早い日の少なくとも60日前から工事が完了し

た日までの間とする。 

３ 事業者は、前項の規定により標識を設置したときは、標識を設置した日から

起算して５日以内に、その旨を標識設置届（様式第２号）により市長に届け出

るものとする。 

 （計画の説明等） 

第５条 事業者は、ペット火葬場等の設置等をしようとするときは、前条の標識

の設置後14日以内に、近隣住民に対し次の事項について、説明会等を開催し、

その計画について説明するものとする。この場合において、事業者は、近隣住

民と十分に話合いをしたうえで、理解を得るように努めなければならない。 

 (１) 事業者に関すること。 

（２）敷地の所在地、形態及び規模並びに敷地内におけるペット火葬場等の位置 

（３）施設及び設備の概要並びにこれらの設計者 

（４）工事に係る工期及び施工者 

（５）ペット火葬場等の事業内容及び開設時期 

（６）地域の居住環境に及ぼす影響及びその対策 

（７）その他ペット火葬場等の計画に関すること。 

２ 事業者は、前項各号に掲げる事項について周辺住民から要望があったときは、

当該周辺住民にこれを説明するものとする。 

３ 事業者は、前２項の規定により行った内容について、速やかに、説明報告書

（様式第３号）により、市長に報告するものとする。 

 （話合いの場の提供） 

第６条 市長は、事業者と周辺住民等の双方から申出があったときは、話合いの

場の提供を行うものとする。 

２ 前項の申出は、話合いの場の提供申出書（様式第４号）を市長に提出して行

うものとする。 

３ 市長は、第１項による話合いの場の提供を行うときは、話合いの場の提供通

知書（様式第５号）により通知するものとする。 

４ 市長は、前項に規定する話合いによって解決の見込がないと認めるときは、

話合いの場の提供を打ち切ることができるものとする。 

５ 前項の規定により話合いの場を打ち切ったときは、話合いの場打切り通知書

（様式第６号）により事業者及び周辺住民等の双方に通知するものとする。 

 （話合いの非公開） 



第７条 前条に規定する話合いの手続き及び内容は、これを公開しない。 

 （計画の変更等） 

第８条 事業者は、周辺住民等に説明した内容を変更しようとするときは、速や

かに標識の記載事項を訂正するとともに、標識設置変更届（様式第７号）によ

り市長に届け出るものとする。 

２ 事業者は、前項に規定する変更をしたときは、その変更内容を周辺住民等に

説明するとともに、説明報告書（様式３号）により市長に報告するものとする。 

 （報告の聴取等） 

第９条 市長は、この要綱の施行に必要な範囲において、事業者、工事施工者又

は設計者から報告を求めることができるものとする。 

２ 市長は、この要綱の施行に当たり、必要な範囲において調査ができるものと

し、事業者、工事施工者又は設計者は、この調査に協力するものとする。 

 （適用除外） 

第10条 次に掲げる場合は、この要綱を適用しない。 

 (１) 墓地、埋葬等に関する法律（昭和23年法律第48号）第10条の規定により許

可を受けた墓地又は納骨堂をペットの埋葬施設とする場合 

 (２) 墓地、埋葬等に関する法律第10条に規定により許可を受けた火葬場をペッ

トの火葬施設とする場合 

 （委任） 

第11条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、市

長が別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、公布の日から施行する。ただし、ペット火葬場等の設置等が未だ

計画又は設計段階にとどまる場合を除き、この要綱の施行前に事業者が既にペッ

ト火葬場等の施工に着手しているときは、この要綱は適用しない。 

 


